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広報機関を通じて発表すべきことを求めるに帰する







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































point やstand point を確立し、実践行動に移ることができるといった類の問
題ではなかろうか。しかし原告は短い期間に次々とこれらの問題に取掛り、し
かも実践行動に移っているのである。その方向もはっきりしていて、上記のよ
うな問題を抑圧的な価値観や社会システム、権力、支配、差別等の問題として
捉え、それに対抗しようとしている。
筆者にはそうした生き方がいささか性急で、また、慎重さや柔軟さに問題が
残るように映るのである。むろんだからといって、そのこと自体は原告の問題
であり、またおそらくそれなりの研鑽も積まれているのであろう。ただこうい
う原告が判事補の指名を希望した場合、上にのべたように判断されて、その他
の原告のような連続的な社会的活動や言動の経歴のない修習生に比べて裁判官
としての適性に疑問をもたれることは、やむを得ないのではなかろうか。裁判
の対象となる事件は多かれ少なかれ、複雑な事情が絡み合っており、また込み
入った人間関係や人間心理も関わっている。したがって裁判官は自らの任務が
一刀両断的な明快な解決がはかられるようなものではなく、深く考え、慎重に
事件に対処すべきものであることを自覚すべきである。筆者が繰り返し裁判官
に必要な人格的能力として、柔軟な思考力、広い視野、他人の見解にも耳を傾
ける慎重さを挙げているのは、そのようなコンテクストにおいてであるが、そ
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ういう視点からすると、原告の修習前および修習中の活動からは、そうした裁
判官として必要な人格的能力ないし資質にいささか欠けるところがあるのでは
ないかと思わせるところがあるのである。
むろん修習前および修習中の上記のような原告の活動のすべてを最高裁判所
が把握していたわけではないであろうが、そのかなりの部分は司法研修所で、
あるいはその教官の前で行われ、あるいはまた原告が自ら明らかにしていたの
であり、そうして得た情報を総合して最高裁判所が任官拒否をしたことも、や
むを得ない判断として了解されよう。ただ再度いえば、２審判決が強調してい
る西暦の使用はあくまでも任官拒否という判断の一材料であって、唯一の、あ
るいは主たる根拠ではないと解すべきである。西暦の使用のみを根拠にするこ
とは、むしろ牽強付会のそしりを免れないとさえいえるであろう。
なお本件は上告および上告受理の申立がなされたが、最高裁第三小法廷は、
上告については、上告理由は違憲および理由の不備・食違いをいうが、その実
質は事実誤認もしくは単なる法令違反をいうもの、またはその前提を欠くもの
であって、明らかに民訴法312条１項または２項に規定する上告事由に該当し
ないとし、また上告受理申立についても、本件申立の理由によれば、本件は民
訴法318条１項により受理すべきものとは認められないとして、それぞれにつ
いて、棄却、および不受理の決定をした（20）。
註
（15）東京地判昭和54・３・28判時921号18頁、東京高判昭和57・５・19判時1041号24頁、最
判昭和63・７・15判時1287号65頁。
（16）麹町中学校内申書事件１審判決も、当該学校の正常な運営もしくはその教育環境が破
壊されるおそれがあるなど、学校側の教育の場としての使命を保持するための利益が侵
害されるおそれがある場合は格別、そうでない限り、生徒の言論、表現行為を内申書に
おける評価の際のマイナスの理由とすることは許されないとしている。
（17）大阪地判平成12・５・26判時1736号77頁。
（18）最大決平成10・12・１民集52巻９号1761頁。
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（19）大阪高判平成15・10・10判タ1159号158頁。
（20）最判平成17・６・７判例集未登載。
